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国際機関の概要
アジア・欧州両地域間の相互理解促進のため，１９９６年３月，第１会ＡＳＥＭ首脳会合で設立方針を決定。１９９７年２月設立。
・事務局はシンガポールに所在し，参加国数は５１ヵ国＋２機関。
・知的交流，文化交流，人物交流及び広報等のＡＳＥＭの３本柱の１つである文化・社会に係る事業を実施。

評価基準

１．当該機関等の専門分野における影響力・
貢献

分担金・拠出金の名称 アジア欧州財団(ASEF)拠出金 平成28年度
予算額 ７，３６３千円

総合
評価

Ｂ
拠出先の国際機関名 アジア欧州財団（ＡＳＥＦ）

担当課・室名 欧州局アジア欧州協力室

達成状況

　アジア欧州会合（ＡＳＥＭ）の唯一の常設機関として，ＡＳＥＭに係る活動の３本柱（政治，経済，文化・社会）のうち，主に文化・社会に関
する事業を実施しており，特に近年では，若者や女性の社会進出に寄与する事業に力を入れている（ヤング・リーダーズ・シンポジウム，Ａ
ＳＥＦヤング・リーダーズ・サミット，模擬ＡＳＥＭ等）。ＡＳＥＦが独自に事業を立案・実施し，その成果がＡＳＥＭ首脳会合及び閣僚級会合の
議長声明に言及される場合もあれば，首脳間での確認事項をＡＳＥＦが引き受けて事業化するケースもあり，両者は相互依存関係にある。
例えば，ＡＳＥＦの若者関連事業は，首脳・閣僚級並びに各国で影響力のある財界関係者の出席を伴う場合があることに鑑みても，ＡＳＥＦ
活動のＡＳＥＭプロセスへの貢献は大きい。

　ＡＳＥＦへの拠出はＡＳＥＭメンバー国の義務であることが首脳間の合意事項となっている。ＡＳＥＦ拠出金を大幅に減額した場合，ＡＳＥＦ事業への我が
国の意思が反映されるだけでなく，ＡＳＥＭにおいて自由で忌憚のない議論に参加する我が国首脳・閣僚の発言力の低下は免れない。
　ＡＳＥＦ事務局が事業へのＡＳＥＭメンバー国からの参加者の選定・取り纏めを中立的な立場から行っており，我が国が単独で事業を実施する場合と
比較しても費用対効果が高いと考えられる。我が国は，実質的にＡＳＥＦ事業の方向性を決定できる執行委員会にポストを有しており，我が国の意向を
反映できる地位を確保できている。

　実施済みの事業は，５３名のメンバー国理事からなる理事会が評価，対外公表し，将来の事業に反映している。ＡＳＥＦは，拠
出国に対し，中間報告を含めた財務状況説明を実施しているほか，外部監査機関を関与させ，会計報告を適切に行っている。

　２０１６年４月３０日時点：２．５％（邦人職員１名／職員４０名）。
　２０１５年度ＡＳＥＦ予算総額（義務的拠出金＋任意拠出金）に占める我が国拠出割合：１．４％。

　ＡＳＥＦにおいては，以下のとおりＰＤＣＡを確保。
①Plan: 理事会で事務局が次年度予算案を策定。理事会にて予算案の承認。②Do：我が国の義務的拠出金支払。ＡＳＥＦによ
る予算案執行。アジア欧州協力室によるＡＳＥＦの運営・活動のモニタリング。③Check：活動報告書による運営活動の成果を評
価。④Act：理事会，執行委員会及び事務局への随時連絡を通じて運営における要改善事項もしくは内容説明を申し入れ。

４．当該機関等における邦人職員の状況

５．我が国拠出の執行管理，ＰＤＣＡサイクル
の確保

２．我が国重要外交課題遂行における当該
機関等の有用性（意思決定における我が国
のプレゼンスを含む）

３．当該機関等の組織・財政マネジメント


